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11．その他中心市街地の活性化のために必要な事項 

［１］基本計画に掲げる事業等の推進上の留意事項 

①チャレンジショップ事業 

平成 16年から、中心市街地の空き店舗を低価格で貸出し、起業支援する取組み「あきない塾」を実

施し、現在までに 25 期のチャレンジショップ出店者（計 39 人）が半年～１年間の店舗運営を行い、

そのうち 29人が実際に起業を行った。 

契約期間：６か月（最長１年間）、経費負担：家賃 5000円程度（共益費別） 

② 明倫 AIR 

 平成 22年から、打吹地区の一部地域で、アーティスト（＝芸術家）が一定期間滞在し、住民との交

流、地域資源の活用に取り組みながら作品制作を行うスタイルのアーティスト・イン・レジデンス事

業を実施してきた。今後も中心市街地における話題性、メッセージ性のある事業を生み出すことが期

待される。 

 

［２］都市計画との調和等 

○倉吉都市計画マスタープラン 

２章［３］中心市街地要件に適合していることの説明、第３号要件（１）を参照 

○倉吉都市計画区域 都市計画区域マスタープラン 

２章［３］中心市街地要件に適合していることの説明、第３号要件（１）を参照 
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［３］その他の事項 

○鳥取県大規模集客施設立地誘導条例 

地域の実情に合った規模の施設を立地誘導するため、都市計画区域外も含めて、施設の床面積に応

じ、立地を誘導する地域の条件を明らかにする条例を制定した。 

立地を誘導する施設は、鳥取県における施設の立地状況に合わせ、施設の床面積を３段階に区分

（1,500 ㎡超から 5,000 ㎡以下、5,000 ㎡超から 10,000 ㎡以下、10,000 ㎡超）し、都市機能の集積状

況や、人口の集積状況、公共交通機関のアクセス頻度、道路交通基盤の状況等を指標とした立地判断

の要因から地域要件を明確化することで、立地誘導の適正化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


